
議案第３７号  

 

   秦野市特別職職員の給与等に関する条例及び秦野市職員の退職手 

当に関する条例の一部を改正することについて 

 

 秦野市特別職職員の給与等に関する条例及び秦野市職員の退職手当に関する

条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  平成３０年６月７日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

 副市長及び教育長の給料月額及び退職手当について、秦野市特別職報酬等審

議会の建議を踏まえ、減額措置を廃止するため、改正するものであります。 

 



 

秦野市条例第  号  

 

   秦野市特別職職員の給与等に関する条例及び秦野市職員の退職手 

当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 （秦野市特別職職員の給与等に関する条例の一部改正） 

第１条 秦野市特別職職員の給与等に関する条例（昭和３２年秦野市条例第 

１８号）の一部を次のように改正する。 

  附則第１４項及び第１７項中「同日以後最初の任期満了の日まで」を「平

成３０年６月３０日まで」に改める。 

 （秦野市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第２条 秦野市職員の退職手当に関する条例（昭和３８年秦野市条例第６号）

の一部を次のように改正する。 

  附則第１４項及び第１５項を削る。 

 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３７号 秦野市特別職職員の給与等に関する条例及び秦野市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

秦野市特別職職員の給与等に関する条例の一部改正 

   附 則    附 則 

１－１３ （略） １－１３ （略） 

 （平成２８年４月１日に就任した副市長に支給する給料月額に

係る減額特例措置） 

 （平成２８年４月１日に就任した副市長に支給する給料月額に

係る減額特例措置） 

１４ 第２条第２号の規定にかかわらず、平成２８年４月１日に

就任した副市長に支給する給料の月額（第３条に規定する期末

手当及び地域手当の算出の基礎となる場合を含む。）は、同年

７月１日から平成３０年６月３０日までに限り、第２条第２号

に規定する額から１００分の１０に相当する額を減じた額とす

る。 

１４ 第２条第２号の規定にかかわらず、平成２８年４月１日に

就任した副市長に支給する給料の月額（第３条に規定する期末

手当及び地域手当の算出の基礎となる場合を含む。）は、同年

７月１日から同日以後最初の任期満了の日までに限り、第２条

第２号に規定する額から１００分の１０に相当する額を減じた

額とする。 

１５・１６ （略） １５・１６ （略） 

（平成２９年９月１日に就任した教育長に支給する給料月額に

係る減額特例措置) 

（平成２９年９月１日に就任した教育長に支給する給料月額に

係る減額特例措置) 

１７ 第２条第３号の規定にかかわらず、平成２９年９月１日に

就任した教育長に支給する給料の月額（第３条に規定する期末

手当及び地域手当の算出の基礎となる場合を含む。）は、同年

１１月１日から平成３０年６月３０日までに限り、第２条第３

１７ 第２条第３号の規定にかかわらず、平成２９年９月１日に

就任した教育長に支給する給料の月額（第３条に規定する期末

手当及び地域手当の算出の基礎となる場合を含む。）は、同年

１１月１日から同日以後最初の任期満了の日までに限り、第２
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号に規定する額から１００分の８に相当する額を減じた額とす

る。 

条第３号に規定する額から１００分の８に相当する額を減じた

額とする。 

  

秦野市職員の退職手当に関する条例の一部改正 

附 則 附 則 

１－１３ （略） １－１３ （略） 

 （平成２８年４月１日に就任した副市長の退職手当の額に係る

減額特例措置） 

 １４ 平成２８年４月１日に就任した副市長の退職手当は、第５

条の５第１項中「給料月額」とあるのは「給料月額（秦野市特

別職職員の給与等に関する条例及び秦野市職員の退職手当に関

する条例の一部を改正する条例（平成２８年秦野市条例第２９

号）第１条の規定による減額特例の措置がなされた給料月額を

いう。）」と読み替えて算定した額とする。 

  （平成２９年９月１日に就任した教育長の退職手当の額に係る

減額特例措置） 

 １５ 平成２９年９月１日に就任した教育長の退職手当は、第５

条の５第１項中「給料月額」とあるのは「給料月額（秦野市特

別職職員の給与等に関する条例及び秦野市職員の退職手当に関

する条例の一部を改正する条例（平成２９年秦野市条例第１９

号）第１条の規定による減額特例の措置がなされた給料月額を
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いう。）」と読み替えて算定した額とする。 

  

  

   附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  
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